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若年非正規従業員の就業意欲は 

いかなる職場環境に規定されているか 
―外食・小売・流通業のキャリアラダー制度に着目して― 

新 雅史 リクルートワークス研究所・客員研究員 

景気回復と少子化の影響で，外食・小売・流通業は，構造的な人材難にぶつかっている。そうしたなか一つの

突破口とされたのがキャリアラダー制度である。若年非正規従業員は，キャリアラダー制度の存在に対して，ど

のような就業意欲を見せているのか。アンケート調査の規定要因分析結果から就業意欲を高めるためには，キャ

リアラダー制度の整備だけでは難しく，教育・研修制度の充実が不可欠であることが判明した。
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Ⅰ．問題意識 

Ⅰ-1．若年非正規労働力の奪い合い 

景気の雲行きが怪しいとされるなか，2008 年初

頭の段階では，新規学卒者の労働市場にさしたる

影響を及ぼしていないようである。2007 年 12 月

にワークス研究所が発表した『大卒者の採用見通

し調査（2009 年卒）』によれば，前年より採用数

を増やす企業（18.0％）が減らす企業（6.8％）を

大幅に上回っている状況である。

 こうした新卒労働市場の好転は，若年非正規労

働力の奪い合いをもたらしているようである。と

りわけ問題となっているのが外食・流通・小売業

の人手不足である。次ページの図表１は，厚生労

働省「労働経済動向調査」における雇用過不足感

の動向を示したものである。パートタイム労働者

が「不足」と答えた企業の割合から「過剰」の割

合を引いた過不足判断指数（D.Ｉ.）は，近年その

数値を高めているが，なかでも「飲食店，宿泊業」

「卸売・小売業」がもっとも逼迫した状況である。

 周知のとおり，バブル崩壊は，若年非正規の労

働市場を拡大しただけではなく，若年非正規に頼

らざるをえない社会構造を作り出した。

 なかでも注目すべき変化を見せたのが外食・小

売・流通業である。これらの産業は，ながらくそ

の零細性が問題にされてきた（林 1962 など）が，

その構造に変化の兆しが見えたのがバブル期であ
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った。1980 年代末期からおこなわれた日米構造問

題協議は，外食・小売・流通業の閉鎖性と零細性

が問題に付され，幅広い規制緩和が実施されるこ

とになった１。零細小売層は，法人企業による統

合化（小売業においてはフランチャイズチェーン

によるネットワーク化）がはかられた２。そこで

必要とされた人材は，売り場／店舗マネージャー

（雇用労働による店長職）であり，彼らにつかえ

る非正規雇用者であった。バブル崩壊後の長期に

わたる不景気は，若年非正規社員の調達という面

においては，外食・小売・流通業にとって確かな

追い風となった３。 

だが，21世紀に入り，派遣の自由化・景気回復・

2007 年問題・フリーターに対する忌避など，複数

の要因によって，若年非正規労働力は構造的な供

給不足となった。かくして，外食・流通・小売業

は，非正規雇用人材の確保に苦しんでいるのであ

る。

Ⅰ-2．マネージャーの確保の困難 

 外食・流通・小売業は，非正規だけでなく，店

舗マネージャーの確保にも苦しんでいる。

2006 年度飲食業調査（日本経済新聞社実施）で

は，１店当たりの人員配置で「正社員が減った」

は 31.3％で，「増えた」の 9.2％を大きく上回って

いる。また，2006 年度小売業調査（日本経済新聞

社実施）によれば，採用数が計画を下回ったと答

えた小売企業は 36.9％，スーパーでは 48.1％（地

域スーパーでは 53.9％）にものぼっている。 
 筆者が，大手アパレルの人事担当者にヒアリン

グしたところ，業界そのものが新卒者に不人気で

ある，とのことであった。その人事担当者によれ

ば，正社員になってまでアルバイトと同じ仕事を

したくない，と学生たちが思っているとのことで

ある。大手 CVS 企業の担当者も，フランチャイ

ズシステムにもとづく第１世代のオーナーが引退

期をむかえるなか，次世代への事業継承がうまく

いっておらず，その代替となるマネージャーの確

保も困難になっている，と述べていた。ヒアリン

グ調査からも，総じて，店舗マネージャーの確保

が難しい現状が浮き彫りになった。

Ⅰ-3．キャリアラダー制度について 

 では，非正規社員とマネージャーの確保に苦し

んでいる外食・流通・小売業は，いかに対処して

いるのか。

 ひとつの対処方法が，非正規社員に対する「キ

ャリアラダー career ladder」４の導入，である。

キャリアラダーとは，職場での昇進・昇格を目的

として，非正規社員の人びとにスキルや経験を身

に付けさせることを指す。

 外食・流通・小売業におけるキャリアラダーの

重要性が言及されているのはアメリカである。

アメリカでは，小売・流通・外食の非正規労働

力を，「デッドエンド・ジョブ dead-end jobs」と

呼ぶことがある。それは，これらの職が，スキル

をほとんど必要としないエントリーレベルの人材

で占められており，そのまま低賃金労働という「袋

小路＝dead end」にはまっていく危険性があるこ

とを踏まえて名付けられたものである

（Bernhardt 1999）。逆に，企業の視点からみれ

ば，エントリーレベルの人びとは短期に離職する

率が高いため，定着を促すための施策が求められ

ていた。こうした背景から，アメリカでは，低賃

金の人びとをキャリアアップさせる，キャリアラ

図表1 パートタイム労働者過不足判断D.Ｉ.

H16.11 H17.11 H18.11 H19.11 
調査産業計 13 21 23 24 
建設業 2 3 3 4 
製造業 8 12 13 14 
情報通信業 6 11 7 8 
運輸業 18 30 33 27 
卸売・小売業 14 26 31 38 
金融・保険業 5 6 12 8 
不動産業 7 17 12 21 
飲食店，宿泊業 30 51 48 45 
サービス業 22 29 33 29 
厚生労働省「労働経済動向調査」をもとに作成
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ダーの必要性が叫ばれた（Prince 2003）。 
Heath J. Prince によれば，キャリアラダーは，

①企業単位でのキャリアラダー（single-firm
career ladders），②業種単位でのキャリアラダー

（single-industry career ladders），③産業部門単

位でのキャリアラダー（sector-based career
ladders），④産業部門を越えたキャリアラダー

（cross-sector career ladders）の４類型がある

（Prince 2003）。
 現在の日本企業は，前節で述べた，非正規社員

とマネージャーの確保という問題に対して，「①企

業単位でのキャリアラダー」を急速に採用しつつ

ある。その先駆はアパレル業界のGAPであった。 
人事部長・中島豊の著作によれば，GAP では，

本社スタッフをのぞいて，正社員採用をおこなっ

ていない。時給９百円程度の非正規雇用（GAP で

はセールス・アソシエイトと呼ぶ）からスタート

し，スキルを身に付けるたびに，上の職階にのぼ

る。そうしたキャリアの積み重ねの先に，正社員

＝店舗マネージャーがある。GAP では，セール

ス・アソシエイトの時から，正社員へのキャリア

ラダーを意識させる。非正規雇用者のモチベーシ

ョンを高めつつ，優秀な正社員も確保しようとい

う算段なわけである（中島 2003）。 
 これまでの日本企業は，非正規社員を「補助的

労働力＝使い捨て労働力」として取り扱う一方，

スキルを持っていない新卒者を正社員として採用

してきた。だが，GAP は，日本の雇用慣行に“NO”

を突きつける。中島によれば，以前，GAP で新卒

採用をおこなったところ，半数が 2年内に辞めた

そうである。やる気やスキルのない若者を正社員

にするくらいだったら，セールス・アソシエイト

を正社員化した方が賢明，というわけである。

外食・小売・流通の各企業は，GAP ほどではな

いにしろ，キャリアラダー制度を取り入れている。

たとえば，小売・流通・外食の大手企業（ファー

ストリテイリング，ワールド，ユナイテッド・ア

ローズ，西友，高島屋など）は，若年の非正規労

働者を，正規雇用に切り替えている。また，小売

業調査（日本経済新聞社）によれば，47.1％の企

業が，人材確保の対応策として，「パート・アルバ

イトなどの正社員化」と答えている。

以上のように，外食・流通・小売業では「企業

単位でのキャリアラダー」が急速にすすんでいる

が，では，実際の非正規若年者はそうした制度を

どのように理解・活用しているだろうか。あるい

は，いかなる職場環境であれば，非正規若年者は，

「企業単位でのキャリアラダー」を意識するのか，

という疑問が浮かぶ。以下の節では，外食・流通・

小売業の「企業単位でのキャリアラダー」（以下，

「キャリアラダー」と表したときは，上記の意味

で使用する）を考察する準備作業をおこなう。

Ⅱ．先行研究と問題設定 

Ⅱ-1．定着（retention）と滞留（retention） 

 分析に入る前に，本稿と関連する先行研究につ

いて言及しておこう。

非正規職の確保をあつかった研究として，定着

（retention）研究をあげることができる。定着研

究は，その名の通り，いかなる環境であれば非正

規職が定着（retention）するのか，ということを

明らかにするものである。

 定着研究は，正規職についてがほとんどである

が，非正規職も，リクルートマネジメントソリュ

ーションズ・組織行動研究所の舛田博之・佐野洋

子による研究が存在する（舛田・佐野 2008）。こ

の研究は，非正規職の研究が数少ないなか，重要

な意義を持つものであるが，そこには大きく２つ

の問題があった。

第１の問題は，非正規従業員がどれだけの長さ，

あるいは，どのようなキャリアパスで働けば「定

着」と呼ぶことができるのか，という点が考慮に

入っていなかったことが挙げられる。たしかに，

あまりに早期にアルバイト・パートが辞めてしま

っては，企業側にとっても，本人にとっても，不

幸である。だが，低賃金のまま長期勤務をつづけ

ることは，低賃金労働という「袋小路＝dead end」
に陥ってしまう。同じ職場に長期勤めることは，

同時に年齢を重ねることになり，それだけ転職の
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機会が奪われるし（鈴木 2002: 30），スキルのな

い非正規職の固定化は，非正規職に依存せざるを

えない職場――外食・流通・小売業――の生産性の

向上を妨げてしまう恐れもある。実際，舛田・佐

野は，非正規雇用の定着と企業業績とのあいだに，

有意な関係が見出されなかったことを明らかにし

ている。舛田・佐野のみならず，組織コミットメ

ント研究も含めて，既存の研究は，こうした滞留

（retention）５の問題を避けてきたように思われ

る（咸 （1991）などを参照）。

第２の問題は，第１の問題と重なっているが，

キャリアラダー制度の有無，あるいはアルバイ

ト・パートのキャリアラダーに対する意欲，とい

う変数に注目してこなかったことが挙げられる。

先行研究におけるアルバイト・パートの「定着」

問題は，店長や同僚とのコミュニケーション，組

織への愛着，あるいは仕事への責任感，といった

変数から読み解かれるのみであり，非正規から正

規への移行は問題にされなかった。

 まとめると，これまでの定着研究は，①非正規

職の「定着」がどのようなものかを不明瞭にし，

②非正規職から正規職への「移行」の問題を等閑

視してきた，という問題があった。

 本研究は，以上の先行研究の検討のうえで，外

食・小売・流通業ではたらく非正規若年者の，同

一企業内におけるキャリアラダー（正規職への移

行）を，分析対象としたい。

 ただし，本研究では，実際に非正規から正規へ

と移行したサンプルを取り扱わない。その理由は，

サンプルの採取が困難であるからだ。本研究では，

その代わりとして，どのような職場であれば，非

正規若年者たちがキャリアラダーへの意欲を高め

るか，を分析することにする。

キャリアラダーへの意欲に着目する利点として

は，次の２点が挙げられる。

１．企業側は，キャリアラダー制度の整備を積極

的におこなっているが，それは果たして非正規若

年者たちの「キャリアラダー」への意欲につなが

っているのか。

２．非正規若年者たちが正規職への階梯を登りた

いと感じるのは，どのような職場環境であるのか。 
以上の２点を本研究の課題としたい。

Ⅲ．分析対象データの紹介

Ⅲ-1．分析対象データ 

 筆者は，上記の課題を踏まえ，外食・流通・小

売業の若年アルバイト職の意識調査をおこなった。 
 調査対象者は，外食・小売・流通業ではたらく，

年齢15～34歳の学生，未婚社会人アルバイト500
名ずつである。本調査にふさわしい対象は，非正

規若年者であるが，比較対照群として学生も同数

のサンプルをとった。対象地域は全国である。

Web 調査は，株式会社クロス・マーケティング

の委託のもと実施された。調査期間は 2007 年 12
月 14 日から 12 月 16 日のあいだである。なお，

調査票の計量分析にあたっては，時給 5000 円以

上と答えた６サンプルを，外れ値として除いた。

また，大手 CVS 業，アパレル業，飲食業の人

事担当者にヒアリングをおこなっている。補足的

に，筆者のパーソナルネットワークを用いて，小

売・流通・外食にたずさわるアルバイト３名に半

構造化面接調査法にて聞き取りをおこなった。

Ⅲ-2．就業意欲変数について 

 先にあげた問題意識にもとづいて，図表２にあ

るように，就業意欲変数を作成した。

 就業意欲変数①～③は，「アルバイトしての就業

意欲変数」である。就業意欲変数④～⑥は，「正規

職へのキャリアラダーの意欲」をあらわした変数

である。スケールは，４点尺度（そう思う，どち

らかといえばそう思う，どちらかといえばそう思

わない，そう思わない）で尋ねている。

Ⅲ-3．データの基本構造 

データの基本構成について触れておく。

 まず，キャリアラダー制度についてのデータ，

――時給上昇制度の有無と正社員制度の有無――



Works Review Vol.3(2008) ,170-181

を整理しておく。

図表３，４に，円グラフで構成を示しておいた。

日本経済新聞社の2006年度小売業調査によれば，

パート・アルバイトの活用策として「実績に応じ

て正社員へ登用」が 47.1%，「能力・実力給の導

入」が 39.1％なっている。今回の調査データは，

正社員制度登用の数値が低く出ているが，６％程

度のずれであるため，一定程度の信頼がおけるデ

ータセットといえよう。

 つぎに，就業意欲変数のデータ構造について確

認しておきたい。

 次ページの図表５は，学生とフリーター，短期

就業と長期就業のフリーター，男性フリーターと

女性フリーター，のそれぞれの就業意欲変数の平

均値を，一元配置分散分析で比較したものである。

ちなみにここでの「短期就業／長期就業」とは，

フリーターの勤務年月数の二分位である「25 ヶ月

未満／以上」で区分したものである。

この図表からいくつか興味深い点が読み取れる。

まとめておこう。

まず，学生とフリーターとの違いである。

①は，フリーターよりも学生のほうが，有意に

高い。しかし，②になると，アルバイトとフリー

ターで差が消えてしまう。それが，③になると，

学生とフリーターとの差が有意に戻っている。フ

リーターは，現在の職場を，自分や学生には薦め

ないが，他のフリーターには薦める，という屈折

した態度を取っている。④と⑥は，フリーターの

ほうが学生よりも，有意に高い。とくに，フリー

ターのほうが，現在の職場で正社員として働きた

いと答えているのは，キャリアラダーのことを考

えると，非常に興味深い結果である。

 つぎに，フリーターの短期就業者と長期就業者

の違いである。

①，②，④，⑤について，長期よりも短期就業

者のほうが，有意に高い結果となっているが，裏

を返せば，③と⑥の，調査対象者本人に関する項

目に差が現れていない。それは，長期就業者が，

自分としては現在の職場に長く働きたい（または

正社員として働きたい）のだけれど，他の人には

薦めたくない，と考えていることを示している。

さいごに，男性と女性フリーターの違いである。 
 ここでは，長期と短期就業者とは，逆の構造と

なっている。すなわち，調査者本人に関する項目

が，有意な差となっている。また，興味深いとい

うか，悲しむべきというか，アルバイト継続意欲

は男性よりも女性のほうが高く，正社員の昇進意

欲は女性よりも男性のほうが高い結果となってい

る。再度確認しておくと，本調査の女性フリータ

ーは，未婚者に限定している。就業意欲の比較と

図表２ 就業意欲変数 

①現在の職場は，アルバイトをする場所として，学

生にすすめることができる

②現在の職場は，アルバイトをする場所として，フ

リーターにすすめることができる

③現在の職場に，アルバイトとして，長く働きたい

④現在の職場は，正社員がはたらく場所として，学

生にすすめることができる

⑤現在の職場は，正社員がはたらく場所として，フ

リーターにすすめることができる

⑥現在の職場に，あなた自身が正社員として，働きたい

図表３ 時給上昇制度の有無

なし
54.7%

あり
45.3%

図表４ 正社員制度登用の有無

なし
59.3%

あり
40.7%
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図表５ 就業意欲変数の一元配置分散分析

学生 フリーター 短期フリ 長期フリ 男性フリ 女性フリ 

2.88 2.37 2.44 2.29 2.34 2.38 ①現在の職場は，アルバイトをする場所とし

て，学生にすすめることができる (F=75.27) ** (F=2.77) + (F=0.26) 

2.70 2.65 2.74 2.56 2.58 2.68 ②現在の職場は，アルバイトをする場所とし

て，フリーターにすすめることができる (F=0.62) (F=4.69) * (F=1.38) 

2.73 2.29 2.29 2.28 2.09 2.39 ③現在の職場に，アルバイトとして，長く働き

たい (F=51.04) ** (F=0.00) (F=10.71) ** 

1.78 1.86 1.96 1.77 1.85 1.87 ④現在の職場は，正社員がはたらく場所とし

て，学生にすすめることができる (F=2.81) + (F=7.37) ** (F=0.11) 

2.04 1.98 2.07 1.88 1.98 1.98 ⑤現在の職場は，正社員がはたらく場所とし

て，フリーターにすすめることができる (F=1.32) (F=6.01) * (F=0.00) 

1.46 1.77 1.79 1.75 1.87 1.71 ⑥現在の職場に，あなた自身が正社員とし

て，働きたい (F=35.90) ** (F=0.37) (F=3.81) + 

(**は 1％水準，*は 5％水準，+は 10％水準でそれぞれ有意)

いう点においては，性別役割分業意識が残ってい

る，と言わざるを得ない。

 さて，次節では，調査で設定した６つの就業意

欲変数が，どのような職場環境によって規定され

ているかを，多変量分析によって，明らかにする。 

Ⅳ．就業意欲の規定要因

Ⅳ-1．分析の概要 

 本節では，先にあげた６つの就業意欲変数が，

いかなる職場環境によって規定されているかを，

順序ロジスティック回帰分析によって，明らかに

する。順序ロジスティック回帰分析をモデルとし

て採用するのは，それぞれの従属変数の分布に相

当な偏りがあるためである。

 分析は，まず学生とフリーターを比較した。こ

れは，フリーター群の特色を明らかにするためで

ある。

 つぎに，フリーターの長期層と短期層の比較を

おこなった。これは，長期アルバイトをおこなっ

ている若年層が自分たちのキャリアをどのように

描いているのか，という問題意識から設定された

ものである。

なお，独立変数は，次の変数を投入した。

・男性ダミー

・（学生のみアルバイト経験期間）

・年齢

・労働時間

・時給

・職場勤務人数

・経験・技術とともに時給上昇する制度の有無

（「現在の職場は，経験や技術が上がるにつれて，

アルバイトの時給が上昇する仕組みがある」）

・正社員登用制度の有無（「現在の職場は，アルバ

イトから正社員への登用がある」）

・百貨店をベースにした業態ダミー変数（スーパ

ーマーケット，コンビニエンスストア，飲食店，

その他）

・人手不足の程度（「現在の職場は，人手が足りて

いない」）

・質的基幹化の程度（「現在の職場は，アルバイ

トと正社員（経営者）が，おなじ程度の仕事

をおこなっている」）

・教育・研修制度の整備（「現在の職場は，アル

バイトに対する教育・研修制度が整ってい

る」）

・職場の活気（「現在の職場は，活気がある」）

・仕事内容満足度

・人間関係満足度

・現在の仕事が夢に一致しているか
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 これらの独立変数は，インタビュー調査と先

行研究を踏まえて，選定をおこなっている。

人手不足や質的基幹化は，仕事の負担感を増す

働きを持つ。こうした仕事の負担感が，定着に影

響を与えるかどうかについては，先にあげた枡

田・佐野も分析しているが，先行研究はサンプル

が限定されているうえ，昇進意欲については分析

の対象になっていない。

 職場の活気は，アルバイトの「主体的行動」や

「やる気」をもたらす可能性があり，これも就業

意欲を規定する変数として想定することができる。 
 また，教育・研修制度の整備，人間関係満足度

は，定着に大きな影響をもたらすとされる「愛着

的コミットメント」を高めることが確認されてい

る（松山 2005; 枡田・佐野 2008）。 
また，仕事内容満足度，現在の仕事と夢と一致

しているか，については，「労働の自己実現」の議

論を視野に入れて，選定した。社会学者の阿部真

大は，バイク便ライダーの働き方を分析するなか

で，趣味を労働にするという「労働の自己実現」

が，低賃金のワーカーホリックを構造的に生み出

していることを論じた（阿部 2006）。労働と夢が

結びついたとき，就業意欲は，高まることが予想

されるが，実際はどうなのか。この点を確認する

ために，これらの変数を選定した。

Ⅳ-2．学生とフリーターの就業意欲 

 まず，学生の就業意欲から見ていく。図表６

の結果を要約しよう。

・「性別」について。女性ほど，アルバイトを他者

図表６ 学生アルバイトの就業意欲要因分析（順序ロジスティック回帰分析） 

学生 

①アルバ
イトの場
として学
生に推薦 

②アルバ
イトの場
としてフリ
ーターに
推薦 

③アルバ
イトの継
続意欲 

④正社員
就業の場
として学
生に推薦

⑤正社員
就業の場
としてフリ
ーターに
推薦 

⑥正社員
昇進意欲 

B B B B B B 

男性ダミー -0.360  + -0.351 * -0.109 0.144 0.098 0.297 

アルバイト経験期間 -0.002 -0.002 -0.006 -0.007 -0.008 -0.008 

年齢 0.011 0.017 -0.086 + 0.006 0.033 -0.001 

労働時間 0.000 0.003 0.033 ** 0.008 0.015 0.021 +

時給 0.000 0.002 ** 0.000 0.001 0.001  * 0.000 

職場勤務人数 0.015 0.004 0.000 -0.005 -0.004 -0.003 

時給上昇制度有無 0.015 0.016 -0.173 -0.038 -0.169 0.136 

正社員登用制度の有無 -0.301 0.155 -0.198 0.331 + 0.904  ** -0.308 

（百貨店） 

スーパーダミー -0.419 -0.001 -0.119 0.209 0.249 0.212 

コンビニダミー 0.106 -0.224 -0.210 -0.629 -0.585 -0.482 

飲食店ダミー -0.088 -0.122 0.090 -0.137 -0.231 -0.708 

その他ダミー -0.155 -0.113 0.313 -0.077 -0.022 -0.007 

人手不足の程度 -0.145 0.232 * -0.006 -0.162 -0.146 0.035 

質的基幹化の程度 0.099 0.147 0.198 + 0.146 0.203  * -0.093 

教育・研修制度の整備 0.215  + 0.285 * 0.270 * 0.418 ** 0.472  ** 0.327 *

職場の活気 0.211 0.430 ** 0.311 * 0.269 + 0.231 -0.102 

仕事内容に満足 1.142  ** 0.431 ** 1.238 ** 0.000 -0.022 0.211 

人間関係に満足 0.458  ** -0.087 0.309 * 0.034 0.065 0.189 

夢と一致 -0.151 -0.047 0.119 0.698 ** 0.297  ** 1.139 **

-2 対数尤度 1028.685  ** 1208.499 ** 1067.687 ** 991.494 ** 1130.239  ** 742.109 **

Χ2 216.704 98.042 257.199 121.203 120.890 139.627 

擬似 R 二乗(Nagelkerke) 0.385 0.193 0.435 0.243 0.235 0.295 

N 496 496 496 496 496 496 

モデル未適合 

(**は 1％水準，*は 5％水準，+は 10％水準でそれぞれ有意)
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図表７ フリーターの就業意欲要因分析（順序ロジスティック回帰分析） 

フリーター 

アルバイ

トの場と

して学生

に推薦 

アルバイ

トの場と

してフリ

ーターに

推薦 

アルバイ

トの就業

継続意欲

正社員就

業の場と

して学生

に推薦 

正社員就

業の場と

してフリ

ーターに

推薦 

正社員昇

進意欲 

B B B B B B 

男性ダミー -0.208 -0.061 -0.570 ** 0.198 0.158 0.533  **

年齢 -0.030 -0.017 0.051 * 0.009 0.001 0.061  **

労働時間 0.013  + -0.018 * 0.003 0.009 0.014  + 0.019  *

時給 0.001  * -0.001 0.000 0.000 0.000 -0.001  +

職場勤務人数 0.000 -0.004 + -0.003 0.006 * 0.005  * 0.001 

時給上昇制度有無 0.053 0.552 ** 0.371 + 0.325 0.287 -0.061 

正社員登用制度の有無 0.325  + -0.183 -0.109 0.091 0.450  * -0.043 

（百貨店） 

スーパーダミー 0.263 0.299 0.530 -0.241 0.051 0.150 

コンビニダミー 0.191 0.271 0.424 -1.056 ** -0.433 0.074 

飲食店ダミー 0.165 0.206 0.360 -0.588 -0.316 -0.155 

その他ダミー -0.404 -0.826 * 0.454 -0.134 -0.069 0.024 

人手不足の程度 0.035 0.007 -0.023 -0.143 -0.064 -0.185  +

質的基幹化の程度 -0.030 -0.076 0.031 -0.030 -0.085 -0.094 

教育・研修制度の整備 0.492  ** 0.423 ** 0.033 0.479 ** 0.466  ** 0.408  **

職場の活気 0.392  ** 0.424 ** 0.380 ** 0.277 + 0.289  * 0.127 

仕事内容に満足 0.450  ** 0.105 1.214 ** 0.144 0.078 0.231 

人間関係に満足 0.198 0.303 * 0.156 0.249 + 0.199 0.216 

夢と一致 0.093 0.193 + 0.403 ** 0.343 ** 0.314  ** 0.764  **

-2 対数尤度 1116.715  ** 1147.197 ** 1060.432 ** 986.080 ** 1064.840  ** 985.271  **

Χ2 154.158 157.465 261.033 136.963 125.217 148.527 

擬似 R 二乗(Nagelkerke) 0.289 0.292 0.439 0.269 0.245 0.287 

N 458 458 458 458 458 458 

(**は 1％水準，*は 5％水準，+は 10％水準でそれぞれ有意)

に薦める傾向にある。

・「正社員への登用制度」について。学生は，「正社

員登用制度」があるほど，他者に正社員就業の場

として薦めると答えている。しかし，有意ではな

いものの，「正社員登用制度」の存在が，当人の

正社員昇進意欲に対してマイナスに働いている

ことが興味深い。

・「仕事内容に満足」について。満足の程度が高いほ

ど，アルバイト就業意欲は高まっているが，正社

員への意欲には関連を見せていない。

・「人間関係に満足」について。人間関係は，アルバ

イト就業意欲にはある程度の関連があるが，正規

就業の意欲については，有意な関連がなかった。

・「教育・研修制度の整備」について。この変数は，

６つの就業意欲変数のすべてに，有意な関連性を

有している。

・「現在の仕事と夢との一致」について。この変数は，

「仕事内容に満足」とは反対に，正規就業への意

欲変数すべてについて，有意な関連が見られた。

とりわけ，当人の正社員昇進意欲に，大きな影響

を与えていることがわかった。

つぎに，フリーターの就業意欲である。図表７

の結果を要約しよう。

・「性別」について。女性ほどアルバイト継続意欲が

高く，男性ほど正社員昇進意欲が高いという，はっ

きりした対照を示している。

・「年齢」について。アルバイト継続意欲・正社員

昇進意欲ともに，年齢の上昇と関係性があるこ

とがわかった。

・「労働時間」について。長時間の人ほど，アルバ

イトの場として学生に推薦するが，逆にアルバ

イトの場としてフリーターに推薦するのは短

時間の人である。また，長時間勤務者は，正社

員就業の場としてフリーターに推薦し，当人の

正社員昇進意欲も高い。
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・「時給」について。時給が高いほど，アルバイト

の場として学生にすすめたい傾向がある。正社

員昇進意欲は，時給が低いほど，高いようであ

る。

・「職場勤務人数」について。職場勤務人数が少な

いほど，アルバイトの場としてフリーターにす

すめる傾向にある。また，職場勤務人数が多い

ほど，正社員就業の場として学生・フリーター

に推薦する傾向が高い。

・「時給上昇制度有無」について。時給上昇制度が

あるほど，アルバイト就業継続意欲を高め，ア

ルバイトの場としてフリーターに推薦する傾

向がある。

・「正社員登用制度の有無」について。正社員登用

制度があるほど，アルバイトの場として学生に

推薦し，正社員就業の場としてフリーターに推

薦する傾向を高める。

・「業態ダミー」について。コンビニで働くフリー

ターは，現在の職場を，正社員就業の場として

学生に推薦しない傾向がある。

・「人手不足」について。人手が充足している職場

ほど，当人の正社員昇進意欲を高める。

・「教育・研修制度の整備」について。この変数は，

③のアルバイト継続意欲以外において，有意な

関連性を有している。

・「職場の活気」について。この変数は，当人の正

社員昇進意欲以外において，優位な関連性を見

せている。

・「仕事内容に満足」について。満足の程度が高い

ほど，アルバイトの場として学生に推薦し，当

人のアルバイト就業継続意欲が高まる。

・「人間関係に満足」について。人間関係に満足な

フリーターほど，アルバイトの場としてフリー

ターに推薦し，また正社員就業の場として学生

に推薦している。

・「現在の仕事と夢との一致」について。①のアル

バイトの場として学生に推薦する以外で，関連

性を見せている。

Ⅳ-3．フリーター短期就業者の就業意欲 

 この節からは，フリーターを長期と短期に分け

て，分析をおこなう。まずは，フリーター短期就

業者（24 ヶ月以下就業者）についての分析である。

図表８から結果を要約していこう。

・「性別」について。女性ほど，アルバイトの場と

してフリーターに薦め，また当人についてもア

ルバイト継続意欲が高い結果となっている。

・「年齢」について。年齢が高いほど，正社員昇進

意欲が高い。

・「労働時間」について。労働時間が長いほど，①

以外の就業意欲変数に有意な影響を与えてい 

る。①は，労働時間が短いほど，有意な関連性

を見せている。 

・「正社員への登用制度」について。この変数は，

⑤フリーターに正社員就業の場として薦める，

のみに有意な関連性を見せている。

・「教育・研修制度の整備」について。この変数は，

③のアルバイト継続意欲以外において，有意な

関連性を有している。

・「職場の活気」について。この変数は，アルバイ

ト就業意欲に，関連性を見せている。

・「仕事内容に満足」について。学生の時とおなじ

く，満足の程度が高いほど，アルバイト就業意

欲は高まっているが，正社員への意欲には関連

を見せていない。

・「人間関係に満足」について。学生の時とは異な

って，人間関係は，アルバイト・正規就業の意

欲について，有意な関連を見せている。

・「現在の仕事と夢との一致」について。正社員

の就業意欲に影響を与えている他に，当人のア

ルバイトの継続意欲にも強い関連性を見るこ

とができる。

Ⅳ-4．フリーター長期就業者の就業意欲 

つぎにフリーター長期就業者（25 ヶ月以上就業

者）について分析をおこなう。図表９から結果を

要約する。

9/12 



若年非正規従業員の就業意欲はいかなる職場環境に規定されているか 

図表８ フリーター短期就業者の就業意欲要因分析（順序ロジスティック回帰分析） 

フリーター短期就業者 

①アルバ
イトの場
として学
生に推薦 

②アルバ
イトの場
としてフリ
ーターに
推薦 

③アルバ
イトの継
続意欲 

④正社員
就業の場
として学
生に推薦

⑤正社員
就業の場
としてフリ
ーターに
推薦 

⑥正社員
昇進意欲 

B B B B B B 

男性ダミー -0.123 -0.300 ** -0.710 * 0.019 -0.021 0.274 

年齢 -0.043 -0.022 0.023 0.022 0.000 0.084  **

労働時間 -0.027  * 0.024 + 0.026 * 0.021 + 0.028  * 0.039  **

時給 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 -0.001  * 

職場勤務人数 -0.008  + -0.001 -0.006 * 0.004 0.005  + -0.002 

時給上昇制度有無 0.327 -0.068 0.112 0.215 0.302 0.033 

正社員登用制度の有無 -0.338 0.238 -0.157 0.148 0.739  * 0.136 

（百貨店） 

スーパーダミー 0.320 0.207 0.931 + -0.098 0.168 0.099 

コンビニダミー -0.006 -0.314 0.543 -0.833 -0.484 -0.409 

飲食店ダミー 0.367 0.008 0.349 -0.412 -0.171 -0.279 

その他ダミー -0.752  + -0.640 0.556 -0.256 -0.215 0.102 

人手不足の程度 -0.055 0.079 -0.011 -0.069 0.003 -0.177 

質的基幹化の程度 0.018 -0.112 -0.108 -0.068 -0.116 -0.009 

教育・研修制度の整備 0.576  ** 0.577 ** -0.088 0.432 * 0.454  * 0.411  * 

職場の活気 0.417  * 0.198 0.445 * 0.251 0.053 0.008 

仕事内容に満足 0.248 0.683 ** 1.149 ** 0.167 0.213 0.231 

人間関係に満足 0.394  * 0.266 0.391 * 0.280 0.342  + 0.362  + 

夢と一致 -0.015 -0.006 0.545 ** 0.398 * 0.330  + 0.733  **

-2 対数尤度 541.951  ** 509.046 ** 503.178 ** 508.329 ** 518.175  ** 478.099  **

Χ2 104.162 94.904 149.356 71.000 85.704 95.817 

擬似 R 二乗(Nagelkerke) 0.371 0.349 0.489 0.276 0.321 0.356 

N 247 247 247 247 247 247 

(**は 1％水準，*は 5％水準，+は 10％水準でそれぞれ有意)

・「性別」について。男性ほど，当人の正社員昇

進意欲が高い。

・「年齢」について。年齢が高いほど，当人のアル

バイト継続意欲が高い。

・「職場勤務人数」について。係数は低いものの，

職場勤務人数が多いほど，正社員就業意欲が

高まる。 

・「時給上昇制度の有無」について。制度がある

と，アルバイトを学生に薦めることができ，ま

た当人のアルバイト継続意欲が高まる。

・「教育・研修制度の整備」について。この変数は，

短期就業者の場合とおなじく，③のアルバイト

継続意欲以外において，有意な関連性を有して

いる。

・「職場の活気」について。この変数は，②アルバ

イトをフリーターに薦めることができる，⑤正

社員就業の場としてフリーターに薦めること

ができる，において関連性を見せている。

・「仕事内容に満足」について。満足の程度が高い

ほど，アルバイト就業意欲が高まる。

・「人間関係に満足」について。人間関係は，すべ

ての就業意欲変数について，有意な関連を見せ

ていない。

・「現在の仕事と夢との一致」について。アルバイ

ト／正社員就業の場として学生に薦める，に関

連性を見ることができる。また，正社員昇進意

欲に，有意な関連性がある。

Ⅴ．まとめ

Ⅴ-1．分析のまとめ 

 本節では，Ⅳ節で概観した分析結果を，先行研

究との違いも踏まえつつ，まとめをおこなう。

先にも述べたように，定着についての先行研究

では，人間関係の重要さが言及されていた。とり
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図表９ フリーター長期就業者の就業意欲要因分析（順序ロジスティック回帰分析） 

フリーター長期就業者 

①アルバ
イトの場
として学
生に推薦 

②アルバ
イトの場
としてフリ
ーターに
推薦 

③アルバ
イトの継
続意欲 

④正社員
就業の場
として学
生に推薦

⑤正社員
就業の場
としてフリ
ーターに
推薦 

⑥正社員
昇進意欲 

B B B B B B 

男性ダミー -0.064 -0.068 -0.462 0.451 0.357 0.771  **

年齢 0.032 -0.021 0.097 ** 0.001 0.018 0.045 

労働時間 -0.011 0.009 -0.015 0.003 0.008 0.003 

時給 -0.001 0.001 * 0.001 0.000 0.000 0.000 

職場勤務人数 -0.001 0.002 0.001 0.008 * 0.006  + 0.006  + 

時給上昇制度有無 0.888  ** 0.118 0.668 * 0.443 0.254 -0.035 

正社員登用制度の有無 -0.033 0.434 -0.017 -0.014 0.171 -0.270 

（百貨店） 

スーパーダミー 0.344 0.585 0.049 -0.261 0.029 0.382 

コンビニダミー 0.680 0.734 0.420 -1.127 + -0.325 0.720 

飲食店ダミー 0.213 0.489 0.200 -0.520 -0.242 0.191 

その他ダミー -0.818 0.023 0.315 0.177 0.301 0.215 

人手不足の程度 0.074 0.046 -0.032 -0.204 -0.105 -0.206 

質的基幹化の程度 -0.146 0.131 0.161 0.015 -0.029 -0.188 

教育・研修制度の整備 0.305  + 0.366 * 0.184 0.509 * 0.410  * 0.413  * 

職場の活気 0.331  + 0.583 ** 0.320 0.323 0.576  ** 0.240 

仕事内容に満足 0.069 0.321 + 1.380 ** 0.127 -0.058 0.320 

人間関係に満足 0.154 0.065 -0.120 0.191 0.022 0.121 

夢と一致 0.386  * 0.157 0.267 0.292 + 0.242 0.742  **

-2 対数尤度 583.768  ** 587.823 ** 532.609 ** 467.114 ** 529.745  ** 485.354  **

Χ2 71.507 71.588 135.750 68.929 50.270 71.880 

擬似 R 二乗(Nagelkerke) 0.268 0.267 0.449 0.272 0.201 0.279 

N 251 251 251 251 251 251 

(**は 1％水準，*は 5％水準，+は 10％水準でそれぞれ有意)

わけ組織コミットメント研究では，人間関係の重

要性に言及する議論が多い（鈴木 2002）。しかし，

今回の調査では，短期と長期という区別を入れる

ことにより，フリーター短期就業者には人間関係

が就業意欲に影響を与えているものの，長期就業

者には，アルバイト就業継続意欲，正社員昇進意

欲，の両方に対して，人間関係が有意に働いてい

ないことがわかった。これは重要な発見といえる。 
 また，仕事内容の満足度がアルバイト継続意欲

に影響を与えていることが多かったのに対して，

「夢と一致」が正社員昇進意欲に影響を与えてい

るのが，好対照な結果であった。とりわけ問題な

のは，長期就業者の正社員昇進意欲が，「夢と一致」

と関連があったことである。もし「夢と一致」し

ているがゆえに，非正規のまま滞留しているのな

らば，職場の問題は大きいといえる。

 一方，スキルに応じた時給制度の上昇，正社員

登用制度については，残念ではあるが，当人の正

社員昇進意欲に有意な関連がなかった。企業は人

材難のなか，よかれと思ってキャリアラダー制度

を導入しているのだろうが，それは学生・フリー

ターの就業意欲を高めていない。

ただ，一方で「教育・研修制度の整備」が，学

生・フリーターを問わず，就業意欲に強い影響を

持っていることに注目しておこう。

 興味深いのは，「教育・研修制度の整備」が，す

べての就業意欲変数と関連性を有しているわけで

はないことだ。すでに見てきたように，アルバイ

ト継続意欲には，「教育・研修制度の整備」は効い

ていない。つまり「教育・研修制度の整備」は，

滞留 retention というよりは，昇進とつながった

定着 retention に効果を及ぼしているのである。 
スターバックス社は，通常のキャリアパスのほ

かに，人材教育関連資格のパス――「教育ラダー」

――を設けている。人事部長の内海によれば，店

舗マネージャーが積極的に教育を行うことは，彼
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若年非正規従業員の就業意欲はいかなる職場環境に規定されているか 

ら自身が有形無形のマネジメント的能力を身につ

けることができるし，教育を受けた非正規社員か

ら感謝を受けることができる，という（内海

2007）。それは，当然ながら，非正規社員の定着

につながっていくだろうし，また非正規社員も，

教育を受けた店舗マネージャーを目指す者も出て

くることだろう。経営学者の松田一紀も「愛着的

コミットメント」に教育訓練が影響を与えること

を指摘している（松田 2005）。
若年非正規職の就業意欲を高めるためには，キ

ャリアラダー制度の整備だけでは難しい。教育・

研修制度の充実が，キャリアラダー制度を根付か

せるための必要不可欠な条件となるだろう。

注

１ 具体的には，大規模店の出店調整の緩和，調整不要店舗面積の

拡大，閉店時間の緩和，輸入商品の取り扱い拡大が行われた。また，

事業者間の価格競争を可能にするためにも，多段階な流通経路も改

善事項として取り上げられた。こうした規制緩和によって，零細の

外食・流通・小売業は，統合化・ネットワーク化がすすむことにな

った。（通商産業調査会 1990; 新 2005, 2007） 
２ たとえば，商業統計調査による小売業の変化をみると，全小売

店数はピークであった1982年の170万店を頂点として2002年に

は130万店へ，同じく零細小売店数（従業員数4人以下の店舗）

は145万店から90万店に減少した。 
３ 2007年度の中小企業白書によれば，零細層の廃業の原因として，

承継者不足が挙げられている。また，興味深いのは，正規社員の不

足感の44.9％が，非正規社員の不足感の27.8％を上回っているこ

とである。ここから，正規・非正規の双方の不足が，中小企業の発

展を阻害していることが透けて見える。
４ 日本におけるキャリアラダー研究は，主として，介護福祉士・

看護師といった医療補助員（paramedic）のキャリア形成について

の議論が大半だった（たとえば，岡部他（2003）など）。しかし，

アメリカでは，小売業においても，キャリアラダー制度の導入の必

要性が言及されている（Prince 2003）。 
５ retentionには，「定着」のほかに，「本来排出されるべき便や尿

などの滞留」という意味がある。
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